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ま え が き 

 

「外部労働市場の活性化による失業なき労働移動の実現」や「行き過ぎた雇用維持型から

労働移動支援型への政策転換」などいくつかのスローガンとともに、転職市場を通じた労働

移動促進政策が推進されつつある。しかし、労働移動や転職市場の実態については不明点も

残されている。例えば、労働者の転職行動は一様ではなく、様々な属性別に転職の頻度や方

法、その背景は異なっているはずであるが、具体的にどのような属性別にどのような違いが

あるかについては殆ど知られていない。また、属性別に労働移動の実態が異なっているなら

ば、「行き過ぎた雇用維持型」との指摘は、一部の労働市場についてのものとなり、当該労働

市場に特化した移動促進策が求められると考えられる。 

そこで当機構では、様々な既存の統計から得られる情報を整理するとともに、今後の外部

労働市場のインフラを支える人材ビジネス事業者へのヒアリングを実施し、資料シリーズと

して整理した。本資料シリーズが、近年の労働移動の実態やマクロの外部労働市場の見取り

図となり、各方面における議論に貢献することができれば幸いである。 
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